
No. 事業名 事業概要(①目的・効果 ②事業内容 ③事業の対象) 事業期間 成果目標 成果 事業実施による効果
総事業費
 (千円)

交付金充当
経費(千円)

1
物価高騰対応重点支援給付金
給付事業（R5非課税）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯へ70,000円を支給する。
③R５年度分の住民税非課税世帯

令和6(2024)年1月から
令和6(2024)年5月まで

対象世帯に対して令和6年
1月までに支給を開始する
(給付金対象世帯3,691件)

令和6年1月から支給を開
始し、3197件に支給した。

物価高騰により家計への影響が大きい低所
得世帯へ給付金を給付することで、低所得者
世帯への支援をすることができた

20,617 20,445

2

物価高騰対応重点支援給付金
給付事業（R5均等割のみ課税）
【物価高騰対策給付金】、物価
高騰対応重点支援給付金給付
事業（こども加算）【物価高騰対
策給付金】、物価高騰対応重点
支援給付金給付事業（R6非課
税世帯）【物価高騰対策給付
金】、物価高騰対応重点支援給
付金給付事業（R6均等割のみ
課税）【物価高騰対策給付金】、
物価高騰対応重点支援給付金
給付事業（調整給付金）【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②個人住民税均等割のみ課税がなされる世帯に100,000円を支給する。
    18歳以下の児童１人あたり50,000円を支給する。
③令和５年度均等割のみ課税世帯、令和６年度非課税化世帯、令和６年度均等割りのみ課
税化世帯、定額減税を補足する給付の対象者

令和6(2024)年3月から
令和7(2025)年3月まで

対象世帯に対して令和6年
3月までに支給を開始す
る。（低所得世帯等の給付
対象世帯1,287世帯、定額
減税を補足する給付の対
象者9,509人）

令和6年3月から支給を開
始し1,268世帯、9,121人へ
給付した

物価高騰により家計への影響が大きい低所
得世帯へ給付金を給付することで、低所得者
世帯への支援をすることができた

459,020 459,020

3 給付支援サービス

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、迅速かつ効率的な給付が可能となる
ような、給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入
③給付対象者、地方公共団体

令和6(2024)年5月から
令和6(2024)年11月まで

給付支援サービスを活用
して、令和６年７月までに
支給を開始する

令和６年７月から支給開
始することができた

物価高が続く中、対象の低所得世帯へ迅速
かつ効率的な給付が実施できた。

3,249 3,249

4
物価高騰対応重点支援給付金
給付事業【R6非課税世帯】【こど
も加算】【不足額給付】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②令和６年度個人住民税均等割非課税世帯へ30,000円を支給する。
　 18歳以下の児童１人あたり20,000円を支給する。
④令和６年度個人住民税均等割非課税世帯

令和7(2025)年3月から
令和8(2026)年3月まで

対象世帯に対して令和7年
3月までに支給を開始する

※令和７年度に繰越 ― ― ―

5 電子クーポン配信事業

①物価高が続く中で、LINEを通じて電子クーポンを配信することで、市民の生活を支援す
る。
②市公式LINE登録者宛てに電子クーポンを配信する
④市公式LINE登録者

令和7(2025)年3月から
令和8(2026)年3月まで

電子クーポンの利用率
80％を目指す。

※令和７年度に繰越 ― ― ―

6
私立保育園給食材費高騰支援
事業

①全国的な物価高騰が続く中、園児が成長に必要な栄養を確保し、安定的な給食を提供で
きるよう、保育園の給食食材費の物価高騰に係る費用を支援する。
②児童1人につき1日あたり110円の給食食材費を支援金として給付する
③市内の私立保育園

令和7(2025)年3月から
令和8(2026)年3月まで

対象となる私立幼稚園７
園への支給を目指す。

※令和７年度に繰越 ― ― ―

7
物価高騰対応重点支援給付金
給付事業【R6非課税世帯】【こど
も加算】【不足額給付】事務費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②令和６年度個人住民税均等割非課税世帯へ30,000円を支給する。
　 18歳以下の児童１人あたり20,000円を支給する。
④令和６年度個人住民税均等割非課税世帯

令和7(2025)年3月から
令和8(2026)年3月まで

対象世帯に対して令和７
年３月までに支給を開始
する。

※令和７年度に繰越 ― ― ―

合計 482,886 482,714

令和６(2024)年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実績報告


